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Ⅰ．総則 

 

 (目的) 
第１ この基準は、開発事業に伴うがけ崩れ、土砂の流出等による災害及び地盤の沈下等を防止するために

切土・盛土、法
の り

面の保護、擁壁、軟弱地盤対策等について、基本的な考え方、施工上の留意事項を整理し

たものである。これによって、がけ崩れ、土砂の流出等による災害及び地盤の沈下等の災害を防止すると

ともに、開発許可等の事務手続の迅速化及び適正化を図り、もって、開発事業の円滑な実施に資すること

を目的とする。 

 

 (位置付け) 
第２ この基準は、都市計画法(昭和43年法律第100号。以下「法」という。)第33条第２項第７号(関連する

政省令を含む。)の審査を行うにあたり、行政手続法(平成５年法律第88号)第５条の規定により定めた審査

基準である。 
 

 (適用範囲) 
第３ 都市計画法施行規則(昭和44年建設省第49号。以下「省令」という。)第23条第１項の規定により設置

する義務設置擁壁は、省令第27条の規定及びこの基準によるほか［第三次改訂版］宅地防災マニュアルの

解説。以下「宅地防災マニュアル」という。」を参照の上、適切に設計及び施工すること。 
擁壁の型式については、重力式、片持梁式(Ｌ型、反Ｔ型)及び控え壁式(Ｌ型、反Ｔ型)を対象とし、も

たれ式は、重力式に準じて取り扱うものとする。控え壁式については、軀体設計を除いて片持梁式に準じ

て取扱うものとする。ただし、次の各号に掲げるものについては、この限りではない。 
⑴ 道路又は公園の敷地のみを保護する擁壁であって、各公共施設管理者が定める設計基準に基づき設計

し、又は法第32条第２項の規定による協議がなされたもの 
⑵ 宅地造成等規制法施行令(昭和37年１月30日政令16号。以下「宅造法令」という。)第14条の規定に

より、国土交通大臣の認定を受けた擁壁 
 
 (用語の定義) 
第４ この基準においては、各用語を次のとおり扱うこととする。 

 ⑴ 崖
が け

 地表面が水平に対して 30 度を超える角度をなす土地で、硬岩盤(風化の著しいものを除く。)以外

のものをいう。 

⑵ 擁壁 省令第 23 条第１項の規定により設置する義務設置擁壁をいう。 

⑶ 重力式擁壁 自重により土圧を支持するコンクリート造の擁壁をいう。 

⑷ 片持梁式擁壁 縦壁と基礎底版からなり、自重及び基礎底版上の背面土の重量等により土圧を支持す

る鉄筋コンクリート造の擁壁をいう。 

⑸ もたれ式擁壁 自立することのできない重力式擁壁をいう。 

⑹ 認定擁壁 宅造法令第 14 条の規定により、国土交通大臣の認定を受けた擁壁をいう。 

⑺ 擁壁の地上高さ 地盤面から縦壁上端までの高さをいう。 

⑻ 土質別角度 開発行為で、がけや擁壁に近接して、その上部に新たな擁壁を設置する場合に下部のが

けや擁壁に有害な影響を与えないように擁壁の設置位置を設計するときに土の中に想定する土質の応じ
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た勾配線の角度をいう。 

⑼ 仮想背面 片持梁式の場合の安定計算時に土圧が作用すると想定される仮想面で、基礎底面後端を通

る鉛直面をいう。 

⑽ 仮想背面高さ 仮想背面の基礎底面下端と地表面との高さをいう。 

⑾ 擁壁の軀体高さ 擁壁の基礎底面から縦壁上端までの高さをいう。 

⑿ 根入れ深さ 地盤面から基礎底面までの深さをいう。 

 

 (関連方針等) 
第５ この基準に示されていない事項については、一般的に認められている他の技術的指針等を参考し、採

用するものとする。  
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Ⅱ．共通基準 

 

 (崖
が け

の定義) 
第１ 崖

が け

とは、地表面が水平面に対し 30 度を超える角度をなす土地で、硬岩(風化の著しいものを除く。)以
外のものをいう。 

２ 崖
が け

は、下層の崖面の下端を含み、かつ、水平面に対して 30 度の角度をなす面を想定し、その面に対して

上層の崖面の下端がその上方にあるときはその上下の崖は一体の崖とみなす。この図において、ＡＢＣＤ

Ｅで囲まれる部分は一体の崖
が け

とみなすが、ＡＢＣＦＧＥで囲まれる部分は一体の崖
が け

とみなさず、それぞれ

ＡＢＣＨ及びＦＧＥＩの別々の崖
が け

とみなす。 

 

 

図Ⅱ.1-1 一体の崖
が け

 

 
 (擁壁の考え方) 

第２ 開発行為によって次の各号に掲げる崖
が け

が生じた場合は、崖
が け

面の崩壊を防ぐために原則としてその崖
が け

面

を擁壁で覆わなければならない。ただし、切土をした土地の部分に生ずることとなる崖
が け

の部分で切土法
の り

面

の勾配の表に該当する崖
が け

面については、この限りではない。 

 ⑴ 切土をした土地の部分に生ずる高さが２メートルを超える崖
が け

 

 ⑵ 盛土をした土地の部分に生ずる高さが１メートルを超える崖
が け

 

 ⑶ 切土と盛土とを同時にした土地の部分に生ずる高さが２メートルを超える崖
が け

 

 

 (原則として擁壁で覆わなければならない崖
が け

面) 
第３ 原則として擁壁で覆わなければならない崖

が け

面を図Ⅱ.1-2 に示す。 

 

 

図Ⅱ.1-2 原則として擁壁で覆わなければならない崖
が け

面  
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 (適用除外) 

第４ 擁壁の設置を不要とする崖
が け

又は崖
が け

の部分を表Ⅱ.1-1 及び表Ⅱ.1-2 に示す。 
表Ⅱ.1-1 擁壁を不要とする崖

が け

又は崖
が け

の部分 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘

土、その他これらに類するもの 

風化の著しい岩 軟岩(風化の著しいものを除

く) 

   

 

 

表Ⅱ.1-2 擁壁を不要とする崖
が け

又は崖
が け

の部分 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘

土、その他これらに類するもの 
風化の著しい岩 軟岩(風化の著しいものを除

く) 

   

 

 

２ 擁壁を必要又は不要とする範囲を次表に示す。 

表Ⅱ.1-3 擁壁を必要・不要とする範囲 

 区分 

 

土質 

第１号 

擁壁不要 

 

第２号 

崖
が け

の上端から垂直距離５

ｍまで擁壁不要 

擁壁を要する 

 

 

盛

土 

 

 

θ≦30° 

 

 

θ＞30° 

切

土 

砂利・真砂土・関東

ローム・硬質粘土、

その他これに類す

るもの 

 

θ≦35° 

 

35°＜θ≦45° 

 

θ＞45° 
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風化の著しい岩 

 

 

θ≦40° 

 

40°＜θ≦50° 

 

θ＞50° 

軟岩 (風化の著し

いものを除く) 

 

 

θ≦60° 

 

60°＜θ≦80° 

 

θ＞80° 

 

 

 (斜面上の擁壁) 
第５ 斜面上に擁壁を設置する場合は、図Ⅱ.1-3 の擁壁基礎前端より擁壁の地上高さの 0.4 倍以上かつ 1.5

メートル以上だけ表Ⅱ.1-4 の土質に応じた勾配線より後退し、その部分はコンクリート打ち等(コンクリー

ト厚 10 センチメートル)により風化浸食のおそれのない状態とすること。 
 

 

図Ⅱ.1-3 斜面上に擁壁を設置する場合 

 

表Ⅱ.1-4 土質別角度 

背面土質 軟岩 風化の著しい岩 
砂利、真砂土、関東ローム、硬
質粘土その他これに類するもの 

盛土又は腐食土 

θ 60° 40° 35° 25° 
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 (多段擁壁) 
第６ 上下に近接する各擁壁の位置関係は、上部・下部擁壁を同時に新設又は下部擁壁のみを新設する場合

は、図Ⅱ.1-4 に、上部擁壁を新設し、下部擁壁の構造が法の基準に適合していることが確認できない場合

は図Ⅱ.1-5 によること。また、各図におけるθは、表Ⅱ.1-4 によること。 
下段の擁壁に設計以上の積載荷重がかからないように上部擁壁の根入れを深くし、又は基礎地盤を改良

すること。ただし、鉄筋コンクリート造擁壁の場合であって、杭基礎とするなどの措置を講じた場合につ

いては、この限りではない。 
 

 

図Ⅱ.1-4 上下同時もしくは下部のみ新設する場合 

 

 

 

図Ⅱ.1-5 下部擁壁構造が不明で上部を新設する場合  
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 (水路沿いの擁壁) 
第７ 水路又は河川に接して擁壁を設ける場合は、根入れの深さ(表Ⅻ.1-1)は河床から取るものとする。ただ

し、将来計画がある場合は、その河床高さ(計画河床高)から取るものとする。 
なお、コンクリート製品の構造物が設置されている水路等の場合の地表面はその構造物の底版とし、コ 

ンクリート製品の構造物が設置されていない水路等の場合は水路底を地表面とみなす。 
 

 

図Ⅱ.1-6 水路沿いにおける根入れの深さ 

 

 

２ 水路・河川沿いの現況斜面に設ける場合は、次図のとおり当該河川の区域境界から後退した位置に設け

ること。 

 

図Ⅱ.1-7 水路又は河川敷に接して設置する場合  
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 (斜面方向の擁壁) 

第８ 斜面に沿って設置する擁壁は、基礎地盤を段切して基礎を水平に保つこと。斜面に対して垂直に擁壁

を設置する場合は、擁壁の基礎の斜面方向への滑動を防止するために次図のように基礎地盤を段切して伸

縮目地を設けること。また、土圧に対する擁壁の基礎の滑り抵抗力を確保する観点から、段切の間隔は２

メートル以上とし、小区間とならないように計画すること。 

  なお、必要な根入れの深さは、表Ⅻ.1-1とすること。 

 

図Ⅱ.1-8 斜面方向の擁壁 

 

 

 (上部に斜面がある場合の擁壁の構造) 
第９ 擁壁上部に開発行為によって盛土した斜面がある場合は、土質に応じた勾配線(表Ⅱ.1-4)が斜面と交差

した点までの垂直高さをがけ高さと仮定し、擁壁はその仮定によるがけ高さ(Ｈ’)に応じた構造とし、練積

み造擁壁は宅造法別表第四における擁壁高さを図Ⅱ.1-9 のＨ’、鉄筋コンクリート造擁壁は計算における擁

壁高さを図Ⅱ.1-10 のＨ’とすること。 

 

 
図Ⅱ.1-9 上部に盛土斜面がある場合の擁壁の構造(練積み造の場合) 

 

 

 

図Ⅱ.1-10 上部に盛土斜面がある場合の擁壁の構造(RC造の場合)  
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Ⅲ．擁壁の種類及び選定 

 

 (現地調査の位置) 
第１ 地盤調査は、擁壁を設置する箇所について行うこと。 

 

 (支持層の目安) 
第２ 擁壁の支持層の目安を砂質土の場合は N 値が 20 以上、粘性土の場合は N 値が 10～15 以上あるいは

一軸圧縮強度が 100～200kN/㎡以上であること。 

 

 (擁壁の構造及び規模) 
第３ 宅造法令に規定されている技術基準を準用し、その設置する位置、地盤、背面の土圧等により安定計

算した上で決定すること。 

２ 擁壁の構造は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 鉄筋コンクリート造 

⑵ 無筋コンクリート造 

⑶ 間知石練積み造、その他の練積み造 

⑷ その他特殊な擁壁 

３ 構造形式以外の擁壁又は同一断面内において異種構造の擁壁を用いるものは認めない。 

４ 各擁壁高(擁壁の高さは、下地盤面から上地盤面までの土圧を受ける縦壁の見付け高さとする。ただし、

地盤面(上下共)に盛土による傾斜があり、高さが一定ではないものについてはその最高の高さとする。)は、

次表に掲げるものとする。 

  なお、擁壁の背面直後に盛土法
の り

面が存在する場合は、その盛土法
の り

面高さも地上高さに含むこと。 

表Ⅲ.1-1 擁壁の構造形式の選定上の目安 

擁壁の種類 適用されている擁壁高 

無筋コンクリート造 重力式擁壁 ５ｍ以下 

もたれ式擁壁 10ｍ以下 
練積み造 ブロック積(石積)擁壁 ７ｍ以下 

大型ブロック積擁壁 ８ｍ以下 
鉄筋コンクリート造 片持梁式擁壁 

・Ｌ型 

・逆Ｌ型 

・逆Ｔ型 

３～10ｍ以下 
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第４ 義務擁壁の構造は、次の表に掲げる資料により安定性を確認するものとする。 

表Ⅲ.1-2 擁壁の種類別添付資料 

擁壁の種類 安 定 

計算書 

構造図 製品カ 

タログ 

擁 壁 

認定証 

土質試 

験結果 

現

場

打

擁

壁 

重力式擁壁 〇 〇   〇 

もたれ式擁壁 〇 〇   〇 

片持梁擁壁 〇 〇   〇 

PC 

擁

壁 

認定プレキャスト擁壁  〇 〇 〇 〇 

認定プレキャスト擁壁で認定以外の条件で使用 〇 〇 〇  〇 

認定擁壁以外のプレキャスト擁壁 〇 〇 〇  〇 

ブ
ロ
ッ
ク
積
擁
壁 

宅造法令第８条に規定するブロック積擁壁  〇   〇 

認定ブロック積擁壁  〇 〇 〇 〇 

認定ブロック積擁壁で認定以外の条件で使用 〇 〇 〇  〇 

認定のブロック品以外の擁壁 〇 〇   〇 

  



 

- 11 - 
 

Ⅳ．鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造擁壁の設計 

 

 (擁壁の基本的な考え方) 
第１ 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構造計算によって次に掲げる安全性を

確かめたものでなければならない。 

⑴ 土圧、水圧及び自重(以下「土圧等」という。)によって擁壁が破壊されないこと。 

⑵ 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

⑶ 土圧等によって擁壁の基礎が滑らないこと。 

⑷ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

２ 前項に規定する構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

 ⑴ 土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリートの許容応力度

を超えないことを確かめること。 

 ⑵ 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの３分の２以下であることを確かめるこ

と。 

 ⑶ 土圧等による擁壁の基礎の滑り出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力の

３分の２以下であることを確かめること。 

 ⑷ 土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えないことを確かめること。

ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によって基礎ぐいに生ずる応力が基礎ぐいの許容支

持力を超えないことを確かめること。 

 

 (設計条件の設定) 
第２ 擁壁の設計にあたっては、次に掲げる条件を考慮すること。 

 ⑴ 土質条件 

⑵ 荷重条件 

 

 (土質条件) 
第３ 擁壁の設計に用いる土質定数は、地質調査・原位置試験に基づき求めたものを使用すること。 

２ 擁壁の設計に用いる土圧係数は、土質試験結果に基づき決定すること。ただし、裏込め土が以下の土質

である事が確かめられた場合には、次表の定数を用いることができる。 

表Ⅳ.1-1 裏込め材の土質定数(宅造法令別表第２) 

土質 単位体積重量(kN/㎥) 土圧係数 

砂利又は砂 18 0.35 
砂質土 17 0.40 
シルト、粘土又はそれらを多く含む土 16 0.50 
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３ 擁壁底版と基礎地盤との摩擦係数は、土質試験結果に基づき次式により求めること。 

 μ＝tanφ (φ：基礎地盤の内部摩擦角)ただし、基礎地盤が土の場合は、0.6を超えないものとする。 

 ただし、土質試験を実施しない場合は、次表の値を用いることができる。 

表Ⅳ.1-2 基礎地盤と摩擦係数(宅造法令別表第３) 

基礎地盤の土質 摩擦係数 備考 

岩、岩屑、砂利又は砂 0.50  

砂質土 0.40  

シルト、粘土又はそれらを多く

含む土 
0.30 

擁壁の底面から少なくとも15㎝までの深さの土

を砂利又は砂に置き換えた場合に限る。 

 

 (荷重条件) 
第４ 擁壁の設計に用いる荷重は、擁壁の設置箇所の状況等に応じて、次に掲げる荷重を適切に設定するこ

と。 

⑴ 自重 

⑵ 土圧 

⑶ 載荷重 

 

 
図Ⅳ.1-1 擁壁の自重 

 
 
 (自重) 
第５ 擁壁の自重の計算に用いる材料の単位体積重量は、次表の値を用いること。 

表Ⅳ.1-3 コンクリートの単位体積重量 

材 料 単位体積重量(kN/㎡) 
無筋コンクリート 23.0 
鉄筋コンクリート 24.5 
裏込め土 礫質 20.0 
 砂質土 19.0 
 シルト又は粘性土 18.0 
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２ 擁壁の断面積、図心位置を求める手法は、次に掲げる方法を用いるものとする。 

 ⑴ 台形公式 

   𝐴 = ுଶ (𝑏 + 𝐵)                              

 ⑵ 分割法 図心の算定が容易なように断面を長方形又は三角形要素に分割して計算する方法をいう。 

 ⑶ 座標法 コンピュータを用いて機械的に面積又は図心位置を算定する方法をいう。 

 

 (荷重) 
第６ 設計に用いる荷重は、自重、上載荷重その他荷重及び背面土圧の組み合わせとし、次に掲げる荷重を

考慮すること。 

⑴ 表面載荷重は実情に応じて適切な荷重を考慮し、戸建て住宅の場合は５kN/㎡を設定すること。 
⑵ 耐震設計に当たっては、地震時荷重(擁壁高５メートルを超えるものにあっては大地震時の検討を行

い、擁壁高2.5メートルを超えるものにあっては中地震時の検討を行う。)を考慮すること。ただし、設

計に用いる地震時荷重は、地震時土圧による荷重又は擁壁の自重に起因する地震時慣性力に常時の土圧

を加えた荷重のうち大きい方とすること。 
  ア 設計水平震度 𝐾ℎ＝0.25 (大地震時) とする。 

 イ 設計水平震度 𝐾ℎ＝0.20 (中地震時) とする。 
 ⑶ 実状に応じて適切なフェンス荷重(擁壁天端より高さ1.1メートルの位置にPf＝１kN/m程度の水平荷

重を作用させること。)を考慮すること。 
 ⑷ 鉄筋コンクリート造及び無筋コンクリート造の擁壁は、常時、中地震時、大地震時において、それぞ

れ想定される外力に対して、第１各号に掲げる性能を満足する構造とする。  
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 (外力の作用位置及び壁面摩擦角等) 
第６ 擁壁背面が平面でない場合や片持ちばり式擁壁などで裏込め土の一部が躯体と一体となって挙動する

場合は、仮想背面を設定して土圧を算定すること。 

２ 土圧の作用面は、重力式擁壁及びもたれ式擁壁については、躯体コンクリート背面とする。 

３ 安定計算(転倒、滑動、沈下)における土圧の作用面と壁面摩擦角のとり方は次表によること。 

表Ⅳ.1-4 土圧の作用位置と壁面摩擦角 

外力の作用位置 壁面摩擦角(常時) 壁面摩擦角(地震時) 

躯体背面 砕石 23𝛷 12𝛷 

透水マット 12𝛷 
12𝛷 

鉛直仮想背面 

地表面勾配β 

地表面が水平の場合 

β＝0 

𝑡𝑎𝑛𝛿＝ 𝑠𝑖𝑛 ∅ ⋅ 𝑠𝑖𝑛(𝜃 + 𝛥 − 𝛽)1 − 𝑠𝑖𝑛 ∅ ⋅ 𝑐𝑜𝑠(𝜃 + 𝛥 − 𝛽) 
ここに、𝑠𝑖𝑛 𝛥 = ௦(ఉାఏ)௦ ∅  

 φ：背面土の内部摩擦角 

 θ：地震時の合成角𝑡𝑎𝑛ିଵ𝐾ℎ 
 Kh：設計水平震度 

 β：地表面勾配(ただし、β＋の場合には、

δ＝φとする。) 

 

 

図Ⅳ.1-2 βの設定方法  
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Ⅴ．鉄筋コンクリート造等擁壁に作用する土圧の算定方法 

 
 (擁壁の安定計算) 
第１ 擁壁の安定計算は、次に掲げる安全性を照査すること。 

 ⑴ 転倒に対する安定性 

 ⑵ 滑動に対する安定性 

 ⑶ 基礎の支持力に関する検討 

 ⑷ 支持に対する照査 

 
 (盛土部擁壁に作用する土圧の算定) 
第２ 常時における盛土部に設置する擁壁に作用する土圧の算定については、クーロンの公式(次式)又は試

行くさび法により求められた土圧を用いて安定計算を行うこと。ただし、満載状態の場合は仮想背面に作

用する主働土圧が地表面に平行することから、ランキン式を適用することができる。 

   𝑃 = ଵଶ 𝑘ఊ𝐻ଶ + 𝐾𝐻  

   𝐾 = ௦మ(∅ିఈ)௦మ ఈ・௦(ఈାఋ)ቊଵାට ೞ(∅శഃ)⋅ೞ(∅షഁ)ೞ(ೌశഃ)⋅ೞ(ഀషഁ)ቋమ  

  ただし、φ－β≤0の時、sin(φ－β)－0とする。 

 

２ 地震時主働土圧の算出は、次式又は試行くさび法を用いることができる。 

   𝑃ா = ଵଶ 𝑘ாఊ𝐻ଶ + 𝐾ா𝐻  

   𝐾ா = ௦మ(థିఈିఏ)
௦ ఏ⋅௦మ ఈ⋅௦(ఋಶାఈାఏ)ቐଵାඨೞ൫ഝశഃಶ൯⋅ೞ(ഝషഁషഇ)ೞ(ഀషഁ)⋅ೞ൫ഃಶశഀశഇ ቑమ

 
 

  ただし、φ－β－θ≤0の時、sin(φ－β－θ)＝0とする。 

      𝑃：常時主働土圧 

   𝑃ா：地震時主働土圧 

   𝐾：主働土圧係数 

      𝐾ா：地震時主働土圧係数 

      𝛾：背面土の単位体積重量(kN/㎥) 
   H：擁壁高さ(ただし、仮想背面を考える場合はその高さ)(m) 

      q：表面載荷重(kN/㎡) 
      φ：背面土の内部摩擦角(度) 

      α：壁背面と鉛直面のなす角(度) 

      β：地表面と水平面のなす角(度) 

      δ：壁面摩擦角(常時)(度) 

      𝛿ா：壁面摩擦角(地震時)( 度) 

      θ：地震合成角(度) 

      𝐾：設計水平震度(大規模地震動で0.25)  
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Ⅵ．鉄筋コンクリート造等擁壁の安定に関する検討 

 

 (擁壁の安定性) 
第１ 鉄筋コンクリート造及び無筋コンクリート造の擁壁は、常時、中地震時、大地震時において、それぞ

れ想定される外力に対して、次に掲げる性能を満足する構造とすること。 

⑴ 常時 常時荷重により、擁壁には転倒、滑動及び沈下が生じずクリープ変位も生じない。また、擁壁 

躯体にクリープ変形が生じないこと。 

⑵ 中地震時 中地震時に想定される外力により、擁壁に有害な残留変形が生じないこと。 

⑶ 大地震時 大地震時に想定される外力により、擁壁には転倒、滑動及び沈下が生じず、また、擁壁 

躯体にもせん断破壊あるいは曲げ破壊が生じないこと。 

表Ⅵ.1-1 安全計算における安全率等 

 常時 中地震 大地震 
転倒 Fs ≧ 1.5 ― Fs ≧ 1.0 

合力の作用位置 𝐵/6 以内 ― 𝐵/2 以内 
滑動 Fs ≧ 1.5 ― Fs ≧ 1.0 
支持力 Fs ≧ 3.0 ― Fs ≧ 1.0 

部材応力 長期許容応力度 短期許容応力度 
終局耐力＊ 

(設計基準強度及び基準強度) 

この表において、終局耐力とは、曲げ、せん断、付着割裂等の終局耐力を表らし、𝐵とは、底版幅

を表すものとする。 

 

 

 (転倒に対する安定性の照査) 
第２ 擁壁に対する安全率は次式により計算し、安全率の値を表Ⅵ.1-1 に示す値以上とすること。 𝐹௦ = 𝑀𝑀 ≧ 

 1.5 (常時) 
 1.0 (大地震時) 

 

     Fs：転倒安全率(表Ⅵ.1-1) 
Mr：安定モーメント(転倒に抵抗しようとするモーメント(kN・m/m) ) 
Mo：転倒モーメント(kN・m/m) 

 

２ 常時、地震時の転倒については、次の式により計算すること。 

常時 |𝑒| ≤  
 

大地震時 |𝑒| ≤ ଷ 
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３ 偏心距離は、次の式により計算すること。 

𝑑 = 𝑀𝑟 − 𝑀𝑉  

 𝑒 = 𝐵2 − 𝑑 
     𝑑：つま先から荷重合力位置までの水平距離(m) 
     𝑉：底版下面における全鉛直荷重(kN/m) 
     𝑀𝑟：擁壁底版つま先回りの抵抗モーメント(kN・m/m) 
     𝑀：擁壁底版つま先回りの転倒モーメント(kN・m/m) 
     𝑒：荷重合力位置の底版中央からの偏心距離(m) 
     𝐵：擁壁底版幅(m) 
 

 

(滑動に対する安定性の照査) 
第３ 擁壁に作用する滑り抵抗力は、土質試験により求めた数値による擁壁の基礎底面と基礎地盤との間に

生じる最大摩擦抵抗力によるものとする。ただし、地盤調査の結果、土質に応じて表Ⅳ.1-4による摩擦係

数を用いる場合は、この限りでない。 

２ 滑動に対する安全率は次の式により計算し、安全率の値を表Ⅵ.1-2の値以上とする。 

 ＊ 𝐵 (フーチング底面の接地圧が0の部分(浮き上がり部)を除いた幅。 
なお、擁壁底版幅を有効載荷幅としてBe＝B－2e(e：偏心距離)する考え方もあり参考とする文献によ 

り適切に設定する。) 𝐹௦ = 滑動に対する抵抗力

滑動力
= 𝑅௩ ⋅ 𝜇 + 𝐶 ⋅ 𝐵𝑅ு  ≧ 

 1.5 (常時) 
 1.0 (大地震時) 

 

   𝑅ு ：基礎下面における全水平荷重(kN/m) 𝑅 ：基礎下面における全鉛直荷重(kN/m) 𝜇  ：擁壁底版と基礎地盤面の摩擦係数(μ＝tanφB ) 
φB：擁壁の底版と地盤との間の摩擦角 

 𝐵：擁壁底版幅(m) 
 

 

３ 擁壁底版と基礎地盤の間の粘着力は、考慮しない。 

表Ⅵ.1-2 擁壁底面と地盤の間の摩擦角 

擁壁の種類 基礎の条件 擁壁底面との間の摩擦角 

場所打ちコンクリ

ート擁壁 

基礎地盤が岩盤の場合 φB＝φ 

基礎地盤が土の場合 φB＝φ≦tan-10.6 

プレキャストコン

クリート擁壁 

基礎コンクリート及び敷モルタルが設置されてい

る場合 
φB＝2φ/3≦tan-10.6 

基礎コンクリート及び敷モルタルが良質な材料で

適切に施工されている場合 
φB＝φ≦tan-10.6 
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 (基礎の支持力に関する検討) 
第４ 地盤反力度は、次式により求める。 

⑴ 合力の作用点が底版中央の底版幅３分の１の中にある場合(e≦B/6の場合) 𝑞ଵ = 𝑅௩𝐵 1 + 6𝑒𝐵 ൨ 
 𝑞ଶ = 𝑅௩𝐵 1 − 6𝑒𝐵 ൨ 

   𝑞ଵ：擁壁の底版前部で生じる地盤反力度(kN/㎡) 𝑞ଶ：擁壁の底版後部で生じる地盤反力度(kN/㎡) 𝑅௩：基礎下面における全鉛直荷重(kN/ｍ) 𝑒 ：荷重合力位置の底盤中央からの偏心距離(m) 𝐵 ：擁壁底版幅(m) 𝑑 ：底版つま先から合力作用点までの距離(m) 𝑑＝𝑀 −𝑀 / 𝑉＝𝑀 −𝑀 / (𝑊 + 𝑅௩) 𝑀：転倒に抵抗しようとするモーメント 𝑀：転倒させようとするモーメント 𝑉：擁壁に作用する力及び自重の鉛直成分(kN) (＝𝑊 + 𝑃௩) 
 

 ⑵ 合力の作用点が底版中央の底版幅３分の２の中にある場合 

(合力の作用点が底版中央の底版幅３分の１の外にある場合) 

 𝑞ଵ = ଶோೡଷௗ   

 

 ⑶ 合力の作用点が底版中にあり、かつ、底版中央の底版幅３分の２の外にある場合 

 𝑞ଵ = ସோೡ   

 

 

図Ⅵ.1-1 合力の作用点  
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 (支持に対する照査) 
第５ 基礎底面の最大接地圧が次に掲げる地盤支持力を超えないものとすること。 

 ⑴ 常時   建設省告示第1113号に定める長期に生ずる力に対する地盤の許容支持力度 

 ⑵ 大地震  極限支持力度(長期許容支持力度の3.0倍) 

 ⑶ 前２号で求められた𝑞ଵ及び𝑞ଶは、次式を満足しなければならない。 

 𝑞ଵ 
 𝑞ଶ ≦qa≦ 

ೠிೞ   

     𝑞ଵ：地盤の許容支持力度 

     𝑞௨：地盤の極限支持力度 

     𝐹௦：地盤の支持力に対する安全率 

 

 (擁壁の基礎) 
第６ 擁壁の基礎は、直接基礎とする。ただし、必要地耐力が期待できず、良好な支持層まで地盤の安定処

理又は置換を行う場合は、この限りではない。また、直接基礎若しくは良好な支持層までの地盤の安定処

理を行うことが困難な場合には杭基礎とすることもできる。 

２ 基礎底面下は砕石を敷設すること。ただし、基礎地盤の土質が軟岩である場合は、この限りではない。 

３ 施工範囲が隣接地に越境しないようにしなければ応力の分散を見込むことはできない。 

 

 (基礎地盤の許容応力度) 
第７ 地盤の許容応力度は、地盤調査の結果に基づいて算出すること。この地盤調査結果を受けて、擁壁高

さ５メートル以下の場合は次表に示す値を使用することができる。 

表Ⅵ.1-3 地盤の許容応力度 

地 盤 長期応力に対する許容応力度(kN/㎡) 短期応力に対する許容応力度(kN/㎡) 

岩 盤 1,000 

長期応力に対する許容応力度のそれぞ

れの数値の２倍とする。 

固 結 し た 砂 500 
土 丹 盤 300 
密 実 な 礫 層 300 
密実な砂質地盤 200 
砂 質 地 盤 50 
堅い粘土質地盤 100 
粘 土 質 地 盤 20 
堅 い ロ ー ム 層 100 
ロ ー ム 層 50 

地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持力を求めるための地盤調査の方法は、次の各号に掲げるもの

とする(国土交通省告示第1113号)。 

⑴ 地盤調査の方法は、ボーリング調査、標準貫入試験、静的貫入試験、ベーン試験、土質試験、物理探

査、平板載荷試験、くい打ち試験、くい等載荷試験又はくい等引抜試験とする。 

⑵ 地盤の許容応力度を定める方法は、次の表の⑴項、⑵項又は⑶項に掲げる式によるものとする。ただ

し、地震時に液状化するおそれのある地盤の場合又は⑶項に掲げる式を用いる場合において、基礎の底
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部から下方２メートル以内の距離にある地盤にスウェーデン式サウンディングの荷重が１kN以下で自

沈する層が存在する場合若しくは基礎の底部から下方２メートルを超え５メートル以内の距離にある地

盤にスウェーデン式サウンディングの荷重が500N以下で自沈する層が存在する場合にあっては、建築

物の自重による沈下その他の地盤の変形等を考慮して建築物又は建築物の部分に有害な損傷、変形及び

沈下が生じないことを確かめなければならない。 

 

表Ⅵ.1-4 地盤の許容応力度 

 長期に生ずる力に対する地盤の許容応力度を定
める場合 

短期に生ずる力に対する地盤の許容応力度を定め
る場合 

⑴ 𝑞ఈ = 1 ∕ 3൫𝑖𝑐 ⋅ 𝛼 ⋅ 𝑐 ⋅ 𝑁𝑐 + 𝑖𝛾 ⋅ 𝛽 ⋅ 𝛾ଵ ⋅ 𝐵 ⋅ 𝑁ఊ + 𝑖𝑞 ⋅ 𝛾ଶ ⋅ 𝐷𝑓 ⋅ 𝑁൯ 𝑞ఈ = 2 ∕ 3൫𝑖𝑐 ⋅ 𝛼 ⋅ 𝑐 ⋅ 𝑁𝑐 + 𝑖𝛾 ⋅ 𝛽 ⋅ 𝛾ଵ ⋅ 𝐵 ⋅ 𝑁ఊ + 𝑖𝑞 ⋅ 𝛾ଶ ⋅ 𝐷𝑓 ⋅ 𝑁൯ 
⑵ 𝑞ఈ = 𝑞௧ + 1 ∕ 3 ⋅ 𝑁 , ⋅ 𝛾ଶ ⋅ 𝐷𝑓 𝑞ఈ = 2 ⋅ 𝑞௧ + 1 ∕ 3 ⋅ 𝑁 , ⋅ 𝛾ଶ ⋅ 𝐷𝑓 
⑶ 𝑞ఈ = 30 + 0.6𝑁𝑠𝑤തതതതതത 𝑞ఈ = 60 + 1.2𝑁𝑠𝑤തതതതതത 

この表において、𝑞ఈ、𝑖𝑐、𝑖𝛾、𝑖𝑞、α，β、ｃ、𝑁𝑐、𝑁ఊ、𝑁、𝛾ଵ、𝐷𝑓、𝑞௧、𝑁 ,及び𝑁𝑠𝑤തതതതതതは、それぞれ

次の数値を表すものとする。 

 𝑞ఈ：地盤の許容応力度(kN/㎡) 

 𝑖𝑐，𝑖𝛾及び𝑖𝑞 基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角に応じて次の式によって計算した数値 

 𝑖𝑐 = 𝑖𝑞 = (1 − 𝜃 ∕ 90)ଶ 
 𝑖𝛾 = (1 − 𝜃 ∕ 𝜙)ଶ 
  これらの式において、θ及びφは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

   θ 基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角(θがφを超える場合はφとする。) 

   φ：地盤の特性によって求めた内部摩擦角(°) 

 

 α，β 基礎荷重面の形状に応じて次の表に掲げる係数 

基礎底面の形状 
係数 

円形以外の形状 円形 

α 1.0 + 0.2 ⋅ 𝐵𝐿 1.2 

β 0.5 − 0.2 ⋅ 𝐵𝐿 0.3 

この表において、Ｂ及びＬは、それぞれの基礎荷重面の短辺又は短径及び長辺又は長径の長さ
(単位ｍ)を表すものとする。 

ｃ：基礎荷重面の下の地盤の粘着力(kN/㎡) 
Ｂ：基礎荷重面の短辺又は短径(m) 𝑁𝑐、𝑁ఊ及び𝑁 地盤内部の摩擦角に応じて次の表に掲げる支持力係数 
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内部摩擦角 
 

支持力係数 

0 
度 

5 
度 

10 
度 

15 
度 

20 
度 

25 
度 

28 
度 

32 
度 

36 
度 

40 
度 

以上 𝑁𝑐 5.1 6.5 8.3 11.0 14.8 20.7 25.8 35.5 50.6 75.3 𝑁ఊ 0 0.1 0.4 1.1 2.9 6.8 11.2 22.0 44.4 93.7 𝑁 1.0 1.6 2.5 3.9 6.4 10.7 14.7 23.2 37.8 64.2 
この表に掲げる内部摩擦角以外の内部摩擦角に応じた𝑁𝑐、𝑁ఊ及び𝑁は、表に掲げる数値をそれぞ

れ直線的に補間した数値とする。 

 𝛾ଵ 基礎荷重面下の地盤の単位体積重量(kN/㎥) 𝛾ଶ 基礎荷重面より上方にある地盤の平均単位体積重量又は水中単位体積重量(kN/㎥) 𝐷𝑓 根入れ深さ(m) 𝑞௧ 平板載荷試験による降伏荷重度の1/2の数値又は極限応力度の1/3の数値のうちいずれか小さい数

値(kN/㎡) 𝑁 , 基礎荷重下の地盤の種類に応じて次の表に掲げる係数 

 

地盤の種類 
係 数 

密実な砂質地盤 砂質地盤(密実なものを除く。) 粘土質地盤 𝑁 , 12 6 3 𝑁𝑠𝑤തതതതതത 基礎の底部から下方２メートル以内の距離にある地盤のスウェーデン式サウンディングにおける

１メートルあたりの半回転数の平均値(150を超える場合は150とする。) 

 

ア 改良地盤の鉛直支持力を求め、基礎スラブ底面に作用する鉛直荷重によって構造物に有害な変形が生じ

ないことを次の式により確認すること。 

      𝑞ᇱ = ⋅⋅(ାଶ⋅(ுି)⋅௧ ఏభ)⋅(ାଶ⋅(ுି)⋅௧ ఏమ) + 𝛾 ⋅ (𝐻 − 𝐷𝑓)   

       𝑞：設計用荷重度(kN/㎡) 
       𝑞ᇱ：下部地盤に作用する接地圧(kN/㎡) 
      𝐵・𝐿：基礎底面の幅及び長さ(m) 
       𝐻：表層から下部地盤までの厚さ(m) 
       𝜃：応力の広がり角度(１：２となる角度) 
       𝐷：基礎の根入れ深さ(m) 
       𝛾：改良土の単位体積重量(kN/㎥) 

 

図Ⅵ.1-2 下部に地盤に作用する接地圧  

Df
↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

H
θ θ

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

下部地盤

B×L

q'

{B+2 • (H-Df)tanθ} • {L+2 • (H-Df) • tanθ}

改良地盤

ｑ

1：21：2
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イ θは、30度以上かつ必要地耐力が得られるまでの範囲とする。また、砂・砂利・砕石で置換する

場合には、置換高は１メートル程度までとし、それ以上の高さとなる場合には、地盤改良を行うも

のとする。盛土上に設置する場合は、上記の計算方法において最も応力が分散される(ｑ’が最小と

なる)高さまで改良又は置換をすること。 

 

図Ⅵ.1-3 改良地盤上の直接基礎(安定処理・置換え) 

 

 

２ 改良深さの限度は浅層混合処理で２メートル程度、深層混合処理で５メートル程度とする。また、置換

及び地盤改良の設計はセメント系固化材を用いた地盤改良の設計は『建築物のための改良地盤の設計及び

品質管理指針‐セメント系固化材を用いた深層・浅層混合処理工法―』(日本建築センター)によることと

する。 

⑴ 基礎杭 基礎ぐいの許容支持力は、平13国交告1113号第５及び第６により求めるものとし、常時及

び地震時に作用する水平力の検討を行うこととする。 

⑵ 置換コンクリート 軟弱地盤上に直接基礎を設ける場合で、かつ、その層が比較的浅い場合、その軟

弱層を採掘して良質な材料に置換える工法である。この場合は、置換材料について十分な土質試験を行

うとともに、地盤改良の範囲や改良条件についても十分な検討を行う必要がある。直接基礎の支持地盤

の一部に不良地盤が存在する場合や斜面上に直接基礎を設ける場合は、図Ⅵ.1-3で示すように、その部

分を掘削しコンクリートで置き換える場合がある。置換コンクリートの強度は、基礎地盤の強度と同程

度以上とし、置換コンクリートの範囲は面積比で４分の１～３分の１程度以下に制限すること。 

⑶ 地盤改良 改良された地盤の許容応力度は、平13国交告1113号第３及び第４により求めるものと

し、「宅地防災マニュアル」を参考として設計を行うこと。擁壁の地盤改良は、改良体の耐久性等を考

慮し、原則として、セメント系固化材を用いた深層混合処理工法又は浅層混合処理工法を用いることと

する。改良地盤の設計等に際しては「改訂版建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針(日本建

築センター)」、「改良地盤の設計及び品質管理における実務上のポイント(日本建築センター)」によ

り、常時及び地震時に作用する水平力の検討を行うこととする。 
  

軟弱な土層

裏込め土

埋戻し

良質な支持層

軟弱な土層
安定処理土θ θ θ 置換土 θ

良質な支持層

裏込め土

埋戻し
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 (擁壁部材(鋼材及びコンクリート)の許容応力度) 
第８ 鋼材の許容応力度の基準強度は、建築基準法施行令第 90 条及び平 12 告示第 2464 号により、次表の

数値とする。 
表Ⅵ.1-5 鋼材の許容応力度の基準 

許容応力度 
 
 
 
種類 

長期に生ずる力に対する許容応力度 短期に生ずる力に対する許容応力度 

圧縮 

引 張 り 

圧
縮 

引 張 り 

せん断補強以
外に用いる場
合 

せん断補強に
用いる場合 

せん断補強以
外に用いる場
合 

せん断補強に
用いる場合 

丸 鋼 

F/1.5(当該
数値が155
を超える場
合には155) 

F/1.5(当該数
値が155を超
える場合には
155) 

F/1.5(当該数
値が195を超
える場合には
195) 

F F 
F(当該数値が
295を超える
場合には、
295) 

異 
 

形 
 

鉄 
 

筋 

径28㎜
以下の
もの 

F/1.5(当該
数値が215
を超える場
合には215) 

F/1.5(当該数
値が215を超
える場合には
215) 

F/1.5(当該数
値が195を超
える場合には
195) 

F F 
F(当該数値が
390を超える
場合には、
390) 

径28㎜
を超え
るもの 

F/1.5(当該
数値が195
を超える場
合には195) 

(当該数値が
195を超える
場合には195) 

(当該数値が
195を超える
場合には195) 

F F 
F(当該数値が
390を超える
場合には、
390) 

鉄線の径が4㎜
以上の溶接金
網 

― F/1.5 F/1.5 ― 
F(ただし、床
版に用いる場
合に限る。) 

F 

この表において、Fは鋼材等の種類及び品質に応じて国土交通大臣が定める基準強度(単位N/㎟)を
表するものとする(平12告示第2464号)。 

 

 

２ 表Ⅵ.1-5により求められた鉄筋の許容応力度は次表による。 

表Ⅳ.1-6 鋼材等の許容応力度(N/㎟) 

種  別 
長      期 短      期 

引張及び圧縮 せん断補強 引張及び圧縮 せん断補強 

SR235 155 155 235 235 

SR295 155 195 295 295 

SD295Ａ及びＢ 195 195 295 295 

SD345 215(＊195) 195 345 345 

SD390 215(＊195) 195 390 390 

SD490 215(＊195) 195 490 490(＊＊390) 

溶接金網 195 195 ＊＊＊295 295 
＊：D29以上の太さの鉄筋に対しては(  )内の値とする。    

＊＊：損傷制御のための検討においては(  )内の値とする。    
＊＊＊：スラブ筋として引張鉄筋に用いる場合に限る。 あ   あ 
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表Ⅳ.1-7 コンクリートの許容応力度 

長期に生ずる力に対する許容応力度 

(単位 N/㎟) 

短期に生ずる力に対する許容応力度 

(単位 N/㎟) 

圧縮 引張り せん断 付 着 圧縮 引張り せん断 付 着 

F/3 

F/30(Fが21を超えるコ

ンクリートについて、

国土交通大臣がこれと

異なる数値を定めた場

合は、その定めた数値) 

0.7(軽量骨

材を使用す

るものにあ

っては、

0.6) 

長期に生ずる力に対する圧縮、引張り、せん断

又は付着の許容応力度のそれぞれの数値の２倍

(Fが21を超えるコンクリートの引張り及びせん

断について、国土交通大臣がこれと異なる数値

を定めた場合は、その定めた数値)とする。 
この表において、Fは、設計基準強度(単位 N/㎟)を表し、異形鉄筋を用いた付着については、平

成12年建設省告示第1450号(表Ⅳ.1-12)によることができる。 

 

表Ⅳ.1-8 コンクリートの付着に対する長期及び短期に生ずる許容応力度許容応力度 

鉄筋の使用位置 
設計基準強度(N/㎟) 

備考 
22.5 以下の場合 22.5 を超える場合 

⑴ フーチング等水平

部(鉄筋の下に 30
㎝以上のコンクリ

ートを打つ場合) 

F/15 0.9＋2F/75 

短期に生ずる力に対する付

着の許容応力度は、左の数

値の２倍の値とする。 

⑵ 壁等立上り部 F/10 1.35＋F/25  
この表において、F は、設計基準強度を表すものとする。 

  建築基準法施行令(昭和 25 年政令第 338 号)第 91 条第１項に規定する設計基準強度が 21N/㎟を超える

コンクリートの長期に生ずる力に対する引張及びせん断の各許容応力度は、設計基準強度 F(N/㎟)に応じ

て次の式により算出した数値とする。 
  Fs＝0.49＋F/100(Fs：コンクリートの長期に生ずる力に対する許容応力度(N/㎟))。ただし、実験によ

ってコンクリートの引張及びせん断強度を確認した場合においては、当該強度にそれぞれ３分の１を乗じ

た数値とすることができる。 
 

 (躯体の設計) 
第９ 各部材に発生するモーメント及びせん断力により、擁壁が破壊されないこと。 

２ 無筋コンクリートの許容応力度は、次表のとおりとする。 

表Ⅳ.1-8 無筋コンクリートの許容応力度 

種類 
許容応力度 

常時 地震・衝突荷重考慮 

圧縮応力度 𝜎 = 𝜎4 ≤ 5.5 𝜎 = 𝜎4 × 1.5 
曲げ引張応力度 𝜎௧ = 𝜎80  𝜎௧ = 𝜎80 × 1.5 
せん断応力度 𝜎௧ = 𝜎100＋0.15 
支圧応力度 𝜎 = 0.3𝜎 ≤ 6.0 𝜎 = 0.3𝜎 × 1.5 
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３ 鉄筋コンクリート造擁壁の任意の断面について、次式で応力度を計算し、これらが許容応力度以下であ

ることを確かめること。 

 𝜎 = ଶெ⋅⋅⋅ௗమ ， 𝜎௦ = ெೞ⋅⋅ௗ ， 𝜏 = ௌ⋅ௗ 
  ここに、 

      𝑀：曲げモーメント(N・㎜) 
      𝑆：せん断力(N) 
      𝜎：コンクリートの圧縮応力度(N/㎟) 
      𝜎௦：鉄筋の引張応力度(N/㎟) 
      𝜏：コンクリートの平均せん断応力度(N/㎟) 
      𝑏：部材の有効幅(㎜) 
      𝑑：部材の有効高(㎜) 
      𝐴௦：引張主鉄筋の断面積(㎟)  



 

- 26 - 
 

Ⅶ．鉄筋コンクリート造擁壁 

 

 (鉄筋コンクリート造擁壁の設計及び施工上の留意事項) 
第１ 鉄筋コンクリート造擁壁は、次に掲げる基準に適合していること。 

⑴ 躯体に用いるコンクリートは、４週圧縮強度は 18N/㎟以上とすること。 

 ⑵ 水セメント比は、55パーセント以下とすること。 

⑶ 鉄筋のかぶり厚さは、建築基準法施行令第79条及び告示第1372号により図Ⅴ.1-1のとおりとする。 

 

 

図Ⅶ.1-1 鉄筋のかぶり厚さ 

 

表Ⅶ.1-1 鉄筋のかぶり厚さ 

項    目 
かぶり厚(㎝) 

現場打ち プレキャスト 

耐力壁以外の壁又は床 2 2 
耐力壁、柱又ははり 3 2 
直接土に接する壁、柱、床もしくははり又は布基礎の

立上り部分 
4 3 

基礎(布基礎の立上り部分を除く)にあっては捨てコン

クリートの部分を除く 
6 4 

 

 (構造体の設計) 
第２ 構造体の設計にあたっては、次の各号のいずれにも適合すること。 

⑴ 片持ちばりの元端厚さは、部材長さの10分の１以上かつ15センチメートル以上とすること。 
⑵ 片持ちばりであっても、配力筋を配筋すること。また、配力筋の鉄筋量は主鉄筋の鉄筋量の６分の１ 

以上確保すること。 
⑶ 主筋及び配力筋の径は13ミリメートル以上とし、間隔は300ミリメートル以下とすること。 

⑷ 縦壁と基礎スラブの交差部分には、原則として縦壁の厚さ程度のハンチをつけること。 

⑸ 縦壁と基礎スラブの交差部分には、縦壁の厚さ程度のハンチを設けること。 

 

 (鉄筋の継手及び定着) 
第３ (鉄筋の継手及び定着は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

⑴ 鉄筋に対するコンクリートのかぶりは、土に接する部分は６センチメートル以上(基礎にあっては捨

かぶり厚

鉄筋

コンクリートの表面

かぶり厚



 

- 27 - 
 

てコンクリートの部分を除いて６センチメートル以上)とし、その他の部分は４センチメートル以上に

すること。 

⑵ 鉄筋は、原則として、JIS G 3112に適合したもので、構造計算に基づき鉄筋量を決定すること。 
⑶ 主鉄筋の継手は、構造部材における引張力の最も小さい部分に設け、継手の重ね長さは溶接する場合

を除き主鉄筋径(径の異なる主鉄筋をつなぐ場合には、細い主鉄筋の径)の40倍以上とすること。 
⑷ 引張り鉄筋の定着される部分の長さは、主鉄筋に溶接する場合を除きその径の40倍以上とすること。 

 

図Ⅶ.1-2 引張り鉄筋の定着される部分の長さ 

 

 

(埋戻土) 

第４ 型枠存置期間は、建築基準法第76条(建設省告示第110号)に定める最低日数(５日間)を守り、所定の

コンクリート強度が確かめられない前に裏込土の埋戻しを行わないこと。 

なお、埋戻し土は擁壁の安定性の向上のため、設計条件に適合し、できるだけ良質な土・砂利等を用 

いるよう考慮する。  
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Ⅷ．プレキャスト擁壁 

 

 (基礎) 
第１ 基礎材の標準寸法は、次表のとおりとする。 

表Ⅷ.1-1 基礎材の標準寸法 

厚さ 幅 

10㎝ 擁壁底版幅＋20㎝ 

 

 (基礎コンクリート) 
第２ 基礎コンクリートの４週圧縮強度は、18N/㎟以上とすること。 

２ 基礎コンクリートは、所定厚まで敷き均し、コア等で表面仕上げを行うこと。 

３ 基礎コンクリートの標準寸法は、次表のとおりとする。 

表Ⅷ.1-2 基礎コンクリートの標準寸法 

厚さ 幅 

10㎝ 擁壁底版幅＋20㎝ 

 

 (敷モルタル) 
第３ 敷コンクリート上面と擁壁底面との間には、間隙が生じないよう厚さ２センチメートル程度の半練モ

ルタル(配合比１：３)を施工すること。 
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Ⅸ．重力式擁壁 

 (標準構造) 
第１ 重力式擁壁は次表を標準とするが、次に示す設計条件に適合しない場合は、それぞれの条件で安定計

算を行うこと。 

 

図Ⅸ.1-1 重力式擁壁の標準構造図 

 
 (設計条件) 
第２ 建築物等の荷重が擁壁に作用する場合は、次に掲げる基準で設計を行うこと。 

 ⑴ 上載荷重 ５kN/㎡ 

 ⑵ コンクリートの単位体積重量 γ＝23.0kN/㎥ 

 ⑶ 土の単位体積重量 γ＝18kN/㎥ 

 ⑷ 土の内部摩擦角 φ＝30° 

 ⑸ 摩擦係数 μ＝0.5 
 ⑹ 擁壁背面の形状 水平 

 ⑺ 水セメント比 60 パーセント以下 

表Ⅸ.1-1 寸法表 

(単位：㎜，kN/㎡)  

H H1 H2 μ B 裏込材 水抜穴 地耐力 

H＜500 250 150 0.50 250   31 
500≦H＜1000 350 150 0.50 300  要 58 

1000≦H＜1500 350 150 0.50 350 要 要 80 
1500≦H＜2000 350 150 0.55 350 要 要 99 
2000≦H＜2500 400 200 0.60 350 要 要 117 
2500≦H＜3000 450 200 0.60 350 要 要 141 

粟石・砂利又は砕石

(裏面全体に設ける)

300

20
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100100

水抜穴(塩ビ管内径75㎜，1本/2㎡)
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Ⅹ．練積み造擁壁 

 

 (間知石練積み造擁壁の設計) 
第１ 練積み造擁壁、間知石練積み造擁壁又はその他の練積み造擁壁(雑割石、野面石、玉石等のほか、コン

クリートブロック等による練積み造擁壁(以下「練積み造等擁壁」という。)で、比重、強度、耐久性が間

知石と同等以上ｂのものをいう。)の構造は、勾配、背面の土質、高さ、擁壁の厚さ、根入れの深さ等に応

じて適切に設計すること。ただし、地上高さ 5.0 メートルを限度とする。 

 

 (構造範囲) 
第２ 練積み造等擁壁の構造は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

⑴ コンクリートブロックの４週圧縮強度は、１平方ミリメートルにつき 18N 以上であること。 
⑵ コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重は、2.3 以上であり、かつ、擁壁に用いるコンクリ

ートブロックの重量は、壁面１平方メートルにつき 350 キログラム以上であること。 
⑶ 胴込めコンクリートの４週圧縮強度は、１平方ミリメートルにつき 15N 以上であること。 
⑷ 組積材の控え長さは 30 センチメートル以上とすること。 
⑸ 擁壁の壁体曲げ強度は、１平方ミリメートルにつき 15N 以上であること。 
⑹ 擁壁背面には裏込コンクリートを設けるものとし、等厚とする。 
⑺ 裏込材は、透水性の良い材料を使用すること。また、基礎周辺部に背面地盤からの水の浸透による悪

影響が及ばないよう、擁壁前面の地山線程度まで設置することを原則とし、裏込材の直下から基礎コン

クリート底面までの間には不透水層等を設置すること。 
⑻ 基礎には、砕石等を敷均した上に基礎コンクリート(200 ミリメートル以上)を設置すること。 
⑼ 擁壁天端には、原則として天端コンクリートを設けること。 
⑽ 止水コンクリートは、捨てコンクリート程度の強度(50 ミリメートル)とすること。 
⑾ 裏込め砕石に使用する栗石、砂利又は砂利混じり砂は再生材でないこと。 

 

 (荷重) 
第３ 設計に用いる上載荷重は、５kN/㎡とすること。 

２ 実状に応じて適切なフェンス荷重を考慮する。 

 

 (基礎コンクリートの設計) 
第４ 根入れ部が土砂の場合は、練積ブロック擁壁にかかる荷重を均一に分散して基礎地盤に伝えるため、

現場打ちの基礎コンクリート又はプレキャストの基礎ブロックを配置するものとする。 

 

 (小口止めコンクリートの設置) 
第５ 起終点となる端部においては、必要により小口止めコンクリートを設置すること。 

２ 小口止めコンクリートを設置する範囲は、前面の積ブロックから背面の裏込め材までとし、深さは基 

礎コンクリートまでで、厚さは 20 センチメートルとする。 
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 (練積み造擁壁の構造) 
第６ 練積み造擁壁の構造は、次図のとおりとする。 

 

 

 

 

図Ⅹ.1-1 練積み造擁壁の構造 
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 (必要地耐力の設定) 
第７ 練積み造擁壁の構造は、次表のとおりとする。 

 

表Ⅹ.1-1 練積み造擁壁の構造 

(単位：m) 

 勾配 H A B C D h1 h2 b1 b2 

岩 

岩屑 

砂利又

は砂利

混じり

砂 

(1：0.3) 
70 度～75 度 

2.0 以下 0.40 0.40 0.30 0.40 0.25 0.15 0.50 0.10 

2.0～3.0 0.40 0.50 0.30 0.40 0.30 0.15 0.60 0.10 

(1：0.4) 
65 度～70 度 

2.0 以下 0.40 0.40 0.30 0.40 0.30 0.15 0.50 0.15 

2.0～3.0 0.40 0.45 0.30 0.40 0.30 0.15 0.55 0.15 

3.0～4.0 0.40 0.50 0.30 0.50 0.40 0.20 0.60 0.15 

(1：0.5) 
65 度 

2.0 以下 0.40 0.40 0.30 0.40 0.30 0.15 0.50 0.15 

2.0～3.0 0.40 0.40 0.30 0.40 0.30 0.15 0.50 0.15 

3.0～4.0 0.40 0.45 0.30 0.50 0.40 0.20 0.60 0.20 

4.0～5.0 0.40 0.60 0.30 0.60 0.50 0.20 0.80 0.25 

真砂土 

硬質粘

土、関

東ロー

ム層、 

その他

これら

に類す

るもの 

(1：0.3) 
70 度～75 度 

2.0 以下 0.40 0.50 0.30 0.40 0.30 0.15 0.60 0.10 

2.0～3.0 0.40 0.70 0.30 0.40 0.40 0.15 0.95 0.15 

(1：0.4) 
65 度～70 度 

2.0 以下 0.40 0.45 0.30 0.40 0.30 0.15 0.55 0.15 

2.0～3.0 0.40 0.60 0.30 0.40 0.40 0.15 0.75 0.15 

3.0～4.0 0.40 0.75 0.30 0.50 0.50 0.20 1.00 0.20 

(1：0.5) 
65 度 

2.0 以下 0.40 0.40 0.30 0.40 0.30 0.15 0.50 0.15 

2.0～3.0 0.40 0.50 0.30 0.40 0.40 0.15 0.65 0.20 

3.0～4.0 0.40 0.65 0.30 0.50 0.50 0.20 0.85 0.25 

4.0～5.0 0.40 0.80 0.30 0.60 0.60 0.20 1.10 0.30 

その他

の土質 

(1：0.3) 
70 度～75 度 

2.0 以下 0.70 0.85 0.30 0.40 0.40 0.15 1.05 0.15 

2.0～3.0 0.70 0.90 0.30 0.40 0.45 0.15 1.15 0.15 

(1：0.4) 
65 度～70 度 

2.0 以下 0.70 0.75 0.30 0.40 0.45 0.15 0.90 0.20 

2.0～3.0 0.70 0.85 0.30 0.40 0.50 0.15 1.05 0.20 

3.0～4.0 0.70 1.05 0.30 0.50 0.65 0.20 1.35 0.25 

(1：0.5) 
65 度 

2.0 以下 0.70 0.70 0.30 0.40 0.45 0.15 0.80 0.25 

2.0～3.0 0.70 0.80 0.30 0.40 0.50 0.15 0.95 0.25 

3.0～4.0 0.70 0.95 0.30 0.50 0.65 0.20 1.25 0.35 

4.0～5.0 0.70 1.20 0.30 0.60 0.80 0.20 1.60 0.40 
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表Ⅹ.1-2 必要地耐力 

種別 高さ(ｍ) θ≦65° 65°≦θ≦70° 70°≦θ≦75° 

盛土 2 75 75 75 
3 75 75 75 
4 100 100 － 

5 125 － － 
切土 2 75 75 75 

3 75 75 75 
4 100 100 － 

5 125 － － 
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Ⅺ．特殊な擁壁、その他擁壁の取扱い 

 

 (特殊な構法) 
第１ 特殊な構法の擁壁は、原則として旧基準法第 38 条の規定に基づく建設大臣の認定(以下「旧基準法第

38 条認定」という。)の擁壁(現在でも技術的に有効な旧基準法第 38 条認定に限る。)、又は宅造法令第 14
条の大臣認定の擁壁とし、認定書に記載されている規模や基礎形式等の条件の範囲内で用いることとする。 
⑴ 特殊な構法擁壁においては、宅造法令第７条の規定による L 型や重力式の鉄筋コンクリート造、第８

条の規定による練積み造等の他に、特殊な構法も多く存在する。宅造法令第７条第２項第２号では、転

倒モーメントの安全率 1.5 の確保、同条第３号では滑動に対する安全率 1.5 の確保が義務付けられてい

るが、特殊な構法の擁壁は「宅地防災マニュアルの第ⅷ章擁壁」による通常の安定計算では、安全性の

確認ができないと考えられるため、原則として大臣認定を取得し、その構造方法や構造計算の方法につ

いて、安全性が確かめられたものである必要がある。 
⑵ 旧建築基準法第 38 条認定には、「一般認定」と特定の場所でしか認められない「個別認定」があった

が、平成 14 年６月１日に旧基準法第 38 条認定はその効力を失った。 
しかし、「一般認定」を取得していたものに対する読み替え措置として、『旧建築基準法第 38 条の規

定に基づき建設大臣の認定を受けた建築材料又は構造方法の現行の建築基準法における認定等の手続

きについて』により、今後新たに認定を受ける必要性の有無について通知されている。このため、旧建

築基準法第 38 条の認定を取得した擁壁を使用する場合は、現行法に適合していることの確認が必要で

ある。 
⑶ その他擁壁の取扱いに関しては、一般に滑動に対する安定、転倒に対する安定、支持地盤の支持力に

対する安定、について検討すればよいが、支持地盤の内部に軟弱な層が存在し、又は斜面上に擁壁を設

置する場合には、背面盛土及び支持地盤を含む全体としての安定について円弧すべり法などにより検討

を行うことが必要な場合がある。また、軟弱地盤上に擁壁を設置する場合や地震時に液状化が発生する

恐れがある地盤上に擁壁を設置する場合には、「宅地防災マニュアルの第Ⅸ章 11.地盤の液状化」等を

参考に検討を行うことが必要である。 
 

 (コンクリート造擁壁) 
第２ コンクリート造擁壁を設置する場合は、次に掲げる基準に基づいて設置することが望ましい。 

⑴ 積段数は５段かつ高さ地上 1.1 メートルを超えないこととし、原則として建築物の基礎中心線より１

メートル以上離すこと。 

⑵ コンクリートブロックは、JIS A 5406(空洞コンクリートブロック)の規定に適合するもの又はこれと

同等以上の品質を有するものであること。 

 ⑶ コンクリートブロックは、厚さ 15 センチメートル以上とする。 

 ⑷ 控え壁は４メートル以内ごとに設けること。 

 ⑸ 水抜穴は２メートル以内ごとに１か所設けること。 

 ⑹ 土に接する部分におけるブロック面にできる限り防水塗装を行うこと。 

 ⑺ 基礎部分は、一体の鉄筋コンクリート造布基礎とし、その高さは 30 センチメートル以上、根入れ深さ

は 25 センチメートル以上とする。 
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 ⑻ 鉄筋の末端にあっては、かぎ状に折り曲げ、縦筋にあっては、壁頂の横筋にかぎかけし、かつ、その

径の 40 倍以上基礎に定着すること。また、横筋については、これらの縦筋にそれぞれかぎかけすること。 

⑼ コンクリートブロックは、その目地塗面の全部にモルタルがいきわたるように組積し、鉄筋を入れ 

た空洞部及び縦目地に接する空洞部は、モルタル又はコンクリートで埋めるものとする。 

 

表Ⅺ.1-1 使用鉄筋 

(単位：㎜)  

 
縦 筋 横 筋 

備 考 
呼び名 間隔 呼び名 間隔 

五 

段 

擁壁 φ13以上 400以下 φ9以上 400以下 
壁頂に横筋を入れる 

(φ9以上) 
控壁 φ13以上 隅部のみ φ9以上 400以下 

三 

段 

擁壁 φ9以上 800以下 φ9以上 400以下 
控壁 なし なし  

 

 

ブロック５段積 控4.0ｍ ブロック３段積 

図Ⅺ.1-1 コンクリートブロック積みの構造図 
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Ⅻ．擁壁の技術細目 

 

 (排水) 
第１ 擁壁の水抜穴は、次に掲げる事項を満足する構造とすること。 

⑴ 擁壁の下部表面近く及び湧水等のある箇所に特に重点的に設けること。 
⑵ 壁面の面積３平方メートル以内ごとに少なくとも１個の内径が75ミリメートル以上の塩化ビニール

管その他これに類する耐水性の材料を用いて設けること。 
⑶ 排水方向に適当な勾配をとること。 
⑷ 水抜穴の入口には裏込め材、背面土等が流出しないよう吸い出し防止材等を設置すること。 
⑸ 地盤面下の壁面で地下水の流路に当たっている壁面がある場合には、有効に水抜穴を設けて地下水を 

排出すること。 
⑹ 水抜穴は千鳥配置とすること。また、最下段の水抜き穴直下に止水コンクリート(厚さ５センチメー

トル～10センチメートル程度)を配置すること。 
 

 

図Ⅻ.1-1 水抜き穴の配置 

 

 

 

図Ⅻ.1-2 止水コンクリート  
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 (伸縮継目) 
第２ 伸縮継目は、次に掲げる箇所に設けること。 

⑴ 擁壁長さ20メートル以内ごと 
⑵ 地盤の変化する箇所 
⑶ 擁壁の高さが著しく異なる箇所 
⑷ 擁壁の材料・構法が異なる箇所 

 ⑸ 擁壁の全断面 

 

 (透水層) 
第３ 透水層は、次に掲げる基準に適合すること。 

⑴ 粟石又は砕石とし、用いる場合は、透水層の厚さは 30 センチメートル以上とすること。 
⑵ 擁壁裏面の浸透水、湧水等の排水を容易にするために裏面全体に透水層を設けること。 

２ 前項に規定する透水層の代わりに擁壁用透水マットを使用するときは、次に掲げる基準に適合するこ

と。 
⑴ 擁壁高が５メートル以下の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁であること。 
⑵ 擁壁高３メートルを超える擁壁に透水マットを用いる場合は、下部水抜穴の位置に厚さ30センチメ

ートル以上、高さ50センチメートル以上の砂利又は砕石の透水層を擁壁の全長にわたって設置するこ

と。 
⑶ 石油系素材の「透水マット」を使用する場合は、「擁壁用透水マット協会」の認定品とし、「擁壁用

透水マット技術マニュアル」により適正に使用すること。 
 

(根入れの深さ) 
第４ 根入れの深さは、基礎底版が地表に出ないよう、また、排水施設などの構造物より十分な余裕をみて

設定しなければならず次表の根入れ深さを確保すること。 

表Ⅻ.1-1 土質別根入れ深さ 

土    質 根入れ深さ 

岩、岩屑、砂利又は砂、砂利まじり砂 35㎝以上かつ擁壁地上

高さの15％以上 真砂土、関東ローム、硬質粘土その他これらに類するもの 

その他の土質 
45㎝以上かつ擁壁地上

高さの20％以上 
 

 

図Ⅻ.1-3 根入れ深さ  
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 (隅角部の補強) 
第５ 擁壁の屈曲する箇所は、次に掲げる箇所について補強するものとする。 

 ⑴ 擁壁の背面土と接する部分が60度以上120度以下の範囲で屈曲する場合は、隅角をはさむ二等辺三角

形の部分を鉄筋及びコンクリートで補強すること。 
⑵ 擁壁の屈曲する箇所は、隅角をはさむ二等辺三角形の部分をコンクリート又は鉄筋コンクリートで補

強すること。二等辺の一辺の長さは、擁壁の高さ３メートル以下にあっては500ミリメートルとし、３

メートルを超えるものにあっては600ミリメートルとする。 
 

 (現場打コンクリート造擁壁出隅部の補強) 
第６ 出隅部(コーナー部)の設計用荷重の組み合わせは、次表のとおりとする。 

 

表Ⅻ.1-2 設計用荷重の組合せ 

設計用荷重の種類 荷重の組合せ 

長期の荷重 自重 ＋ 土圧 ＋ 積載荷重 

短期の荷重 自重 ＋ 土圧 ＋ 積載荷重 ＋ (フェンス荷重) 

 

 

２ 出隅部(コーナー部)の土圧は、標準部に作用する単位幅当たりの土圧コーナー部両端の土圧作用点を結

ぶ長さを乗じて求めること。 
 

 

図Ⅻ.1-4 コーナー平面略図 

A

A A/2

A/2

A/2

A/2
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図Ⅻ.1-5 隅角部の補強方法及び伸縮目地の位置(鉄筋コンクリート造) 

 

 

図Ⅻ.1-6 隅角部の補強方法及び伸縮目地の位置(練積み造擁壁) 

 

 

図Ⅻ.1-7 隅角部の補強の位置(練積み造擁壁) 

 

 

表Ⅻ.1-3 補強鉄筋配置表 

擁壁高 

(m) 

隅角部 

横鉄筋 

縦壁部 

縦鉄筋 

鉄筋径‐ピッチ(㎜) 鉄筋径‐ピッチ(㎜) 

H=3000 D13×4.0本‐＠250 D13×2.5本‐＠400 

H=4000 D16×4.0本‐＠250 D16×2.5本‐＠400 

H=5000 D19×4.0本‐＠200 D19×2.5本‐＠400 

 

ａ
Ｌ

横鉄筋

縦鉄筋

２５Ｄ

160mm

160mm

伸縮目地

ａ
Ｌ

横鉄筋

縦鉄筋

２５Ｄ

160mm

天端コンクリート幅
天端ｺﾝｸﾘｰﾄ幅+160mm

伸縮目地

ａ

ａ
Ｌ

160mm

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ+160mm

擁
壁

の
高

さ

縦鉄筋

横鉄筋
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